
論文 鉄筋コンクリート円柱のせん断耐力 
 

 横濱 茂之*1 

 

要旨：鉄筋コンクリート円柱の断面を分割した各要素に対して「鉄筋コンクリ－ト造建物の終局強度型耐震

設計指針」に基づくトラス機構とアーチ機構の考え方を適用して既往の実験値と比較検討した。検討の結果，

各機構の角度，コンクリートの有効強度係数，軸圧による耐力上昇，寸法効果等を考慮することで実験値を

評価できることを確認した。また，建築物の耐震設計で用いられている，正方形断面に置換して矩形断面部

材の実験式から強度推定した場合に比べて精度も良く構造設計に利用可能な強度推定式が得られた。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート円柱のせん断耐力については，「鉄

筋コンクリ－ト造建物の終局強度型耐震設計指針」１）（以

下、終局強度型指針と称する）Ｂ法に基づく中田・鈴木

らの研究 2），断面を 5 分割して若林・南理論を適用した

村上・南らの研究 3）がある。しかし，これらの研究成果

は，平均的な強度推定を行うもので構造設計の実務には

適用が難しい。そこで，本論文では，構造設計を念頭に

置いた強度推定式の誘導を目的として，円形断面を 100

分割して，トラス機構とアーチ機構の特性値を統計処理

して求め，独自のコンクリ－トの有効強度係数ν(以下，

有効強度係数と称する)を導入することで，既往の実験値

と良く整合する推定式を得たので報告する。 

 

2. 強度推定式の誘導 

2.1 抵抗機構と断面分割 

(1) アーチ機構 

 今，図－1 の断面を考えると，アーチ機構コンクリー

ト束の角度 tanθは，部材断面中央から端部になるにした

がい，断面のせいが小さくなることに伴って減少する。

また，材長Ｌの影響も受ける(図－1参照)。 

そこで，tanθは，断面を 100 分割して各要素を長方形

断面として終局強度型指針Ａ法に準拠して求め，各要素

の面積と tanθの積を累加後，円柱の全断面積で除し，材

の長さとせいの比(L/D)を変数として統計処理して求め

ることとした。 

統計処理を行なったところ，L/D が 1.5 以下の場合に

回帰式が計算値を上回り危険側の値を与える結果とな

った。そこで，評価式の一貫性は失われるが，L/D が 1.5

以上の場合を式(1)で，1.5 未満の場合を式(2)で評価する

こととした(図－２及び図－3参照)。なお，断面の分割数

を 100 としたのは，分割数が少ない場合，断面の端部(部

材せいの小さい部分)で，tanθを危険側に算定する傾向

があるので，この事を回避するため設定した。 

  

tanθ＝0.39(L/D)－0.96                  (1) 

   ただし，L/D≧1.5 

tanθ＝－0.28Loge(L/D)＋0.37        (2) 

ただし，L/D＜1.5 
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0
0.05
0.1

0.15
0.2

0.25
0.3

0.35
0.4

1.5 3.5 5.5 7.5 9.5
Ｌ／Ｄ

ｔａ
ｎ
θ

式（1） 

コンクリート工学年次論文集，Vol.33，No.2，2011

-217-



(2) トラス機構 

トラス機構も，先のアーチ機構と同様の断面分割を行

って検討した。ｉ番目のコンクリート束の圧縮力 Cci と

せん断補強筋の負担力 Twi が釣合っているとして，各要

素の負担せん断力を求め，全要素分を集計すると

0.785Tw≒Tw･π/4 を得た(図－４参照)。この値は，渡辺

の理論解 4)と一致している。以後の検討では，せん断補

強筋比を 0.785 倍して評価することとした。 

有効強度係数νを終局強度型指針Ａ法に基づきν＝

0.7－σB／200 で算定し，アーチ機構を無視して既往の

実験値 2),5)～15)からトラス機構コンクリート束の角度 cot

φを逆算すると図－５となる。図より，0.785Pw･σwy／

(ν･σB)が0.15以上の領域では逆算した cotφの下限値は

1 程度であり軸圧による耐力上昇は少ない。逆に，

0.785Pw･σwy／(ν･σB)が 0.15 を下まわる領域では，軸圧

による耐力上昇が顕著であり，かつ，cotφの下限値が終

局強度型指針Ａ法の制限値２を超えて上昇している。cot

φの下限値が２を超えるのは，せん断補強筋が少ない場

合には，対角線状のひび割れが進展して破壊に到り，交

差するせん断補強筋の負担も評価してしまう事と，アー

チ機構を無視した影響と考えられる。しかし，アーチ機

構とトラス機構を完全に分離して検討するのは難しい。

この為，図－５を参考に式(3)～式(7)より cotφを算定し

た。なお，式中の j t は，せん断補強筋の中心間距離を採

用している。 

cotφ1＝１                 (3) 

ただし，0.785Pw･σwy／(ν･σB)≧0.15 

cotφ1＝0.23／{0.08＋(0.785Pw･σwy) 

／(ν･σB) }        (4) 

ただし，0.785Pw･σwy／(ν･σB)＜0.15 

   cotφ2＝ j   / (D tant ･ θ)              (5) 

    cotφ3＝ w wy0.785P )-1}B {ν･σ /( ･σ        (6) 

   cotφ＝min(cotφ1，cotφ2，cotφ3)          (7) 
 

2.2 有効強度係数ν 

長谷川らは，円筒形試験体でコンクリートの割裂試験を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おこない寸法効果を検証している 16)。図－６は直径 10 

cm の試験体の割裂強度平均値を１として，直径 200cm

までの実験結果を整理したものである。明確に寸法効果

が認められる。割裂試験と円柱の曲げせん断実験では破

壊時の応力状態は異なる。しかし，せん断耐力の評価に

寸法効果を取り入れることは力学的な厳密性に欠けてい

たとしても取り入れる必要があると考えた。この為，寸

法効果を式(8)で評価してコンクリートの有効強度係数

に反映させることとした。具体的には，終局強度型指針

Ａ法のν＝0.7－σB／200 の 0.7 の項を，コンクリートの

軟化後の強度は寸法効果の影響を受けるものと仮定して

式(8)で置き換えた。また，第 2項目σB／200 の分母を 
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逆算 cotφ=0.18/｛0.03+0.785Pw･σwy/(ν･σＢ)｝  

100分割

 D

ψi
Ｔｗi

Ｃｃi=Ｔｗi・ｓｉｎψi

 Ｔｗi・cosψi

Cci Twi

ΣTw

 cσｔ

Ｑｔ

Ｑｔ

φ

図－４  トラス機構    

図－３  アーチ機構の角度Ｌ/Ｄ＜1.5 
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180 と仮定している。なお，図には荒川式の kｕも 

併記してあるが，傾向は良く一致している。 

一方，先の図－５を見ると軸圧によるせん断耐力

の向上が認められ，0.785Pw･wσy／(ν･σB)が 0.15

未満の領域で顕著である。この事を、考慮するため

に仮定したのが式(9)である。Pw/σB=0，軸圧比η=1

の時に，軸圧による耐力上昇はη=0 の部材耐力と同

等として kn＝1を仮定し，中間の軸圧は直線補間し

て与えた(図－７参照)。この仮定を検討するために，

Pw＝0 でせん断破壊した矩形断面の実験値 17)～19)を

終局強度型指針Ａ法の耐力で除した値を縦軸に，軸

圧比ηを横軸に取って描いたのが図－８である。η

が 0.5 近傍で，終局強度型指針Ａ法で算定される耐

力程度の耐力上昇を見込めることがわかる。また，

先の図－５で，横軸が 0.02 かつηが 0.5<η≦0.6

の実験資料(●印)も逆算 cotφが 2 倍を超える値を

示しており，せん断補強筋の少ない領域では断面形

状にかかわらず軸圧による耐力上昇は顕著である。 

また、高強度せん断補強筋を用いた試験体を評価

したところ，計算値が実験値を上まわる傾向が認め

られた。この為，式(10)を仮定して計算値を安全側

に評価することとした。 

   ks = 5 / D+0.5                (8) 

   ただし,10≦D≦50  D:円柱の直径(cm) 

D>50 の時 ks=0.6                        

kn = (1 – 5.5･Pw･σwy  / σB)η      (9)   

   ただし,0≦kn≦1 

   kw={1－0.00051(σwy  －588 )}      (10)  

    ただし,σwy ≧588 (N / mm2) ，0.65≦kw≦1 

      σwy＜588 (N / mm2) の時 kw=1 

    ν={kn + (ks－σＢ / 180 )}kw       (11) 

ただし,{kn + (ks－σＢ / 180 )}≦1 

 

2.3 せん断補強筋の無い部材の取り扱い 

アーチ機構残余部の三角形 ABC の領域にストラット

が生じ引張主筋と釣合うことができると仮定すると(図

－９参照)，この部分でせん断力の負担が可能となる。こ

の時，被り部分(濃い網掛けで示した部分)は，ストラッ

トの反力の一部を受け持つことが可能と考えられる。こ

の機構は，せん断補強筋の無い部材では，部材の全幅，

三角形 ABC の全領域で考える事はできるが，ストラッ

トと主筋の間の付着応力τｂ，及び，被り部分の拘束に

は限界がある。本論文の検証のみで，この影響を定量的

に捉えることはできない。しかし，評価式への反映を考

えて，せん断補強筋の無い部材のアーチ機構の幅は，⊿

＝0.125 を仮定し，見かけ上，せん断耐力が 1.25 倍にな

るとして計算値を算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

0 0.05 0.1 0.15 0.2

0.785Pw･σｗｙ／σB

kn

η＝０．１ η＝０．２ η＝０．３ η＝０．４ η＝０．５

η＝０．６ η＝０．８ η＝１

図－７ 軸力による耐力上昇 図－７  軸圧による耐力上昇  

 

cσａ

Ｄ/2 ⊿ Ｄ

Θ

Ｑａ

Ｑａ

A

B

C
cσａ

τｂ

Ｃｓ

図－８ Pw=0 部材のアーチ機構 図－９ Ｐｗ＝０の部材のアーチ機構  

 

図－６ 寸法効果 
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図－８矩形断面柱の軸力による耐力上昇   
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3. 強度推定式の検証と考察 

3.1 提案する強度推定式の検証 

 式(1)～式(11)より得られる各値を式(12)に代入して計

算値を算定した。なお，式中の Ac は円柱の断面積であ

る。せん断耐力 Qsu の計算値と，既往の実験値 2),5)～15)

との適合性を図－10に示す。図によれば，計算値は実験

値のほぼ下限を捉えており，かつ，せん断補強筋量や軸

圧比ηによるばらつきも特に認められない。ただし，実

験資料 85 体のうち 3 体の計算値が実験値を上まわった。

1 体は，Pw=0 の試験体，残りの 2 体は Pw が 0.2％を下

まわる試験体であり実務上は存在しない。また，これら

の試験体は，図－11に示すように jt に比べて，せん断補

強筋の間隔ｘが大きな試験体であった。 

   Qsu =0.785D･jt･Pw･σwy･cotφ 

+ tanθ･(1－β)Ac･ν･σB／2      (12) 

β= {0.785(1+ cot2φ) Pw･σwy  ／(ν･σB)      (13) 

 

3.2 既往の推定式の検証 

建築物の耐震設計や耐震診断では，円形断面部材を正

方形断面に置換して，せん断耐力を評価することが多い。

ここでは，せん断補強筋の中心で，被りコンクリートと

コアコンクリートの面積を求めて，面積が等しい正方形

断面に置換すると共に，主筋を 4 辺に配置する図－12の

置換をおこない，式(14)の修正荒川式 20)，21)を適用した。

既往の実験値との適合性を図－13に示す。軸圧比の大き

な試験体で計算値が実験値を大きく上まわる傾向が認

められ，かつ，ばらつきも大きく，９体が実験値を上ま 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わっている。そこで，下記の①②の制約を設けて，式(14)

を，再計算すると図－14となる。図より，軸圧比ηが大

きい２体で計算値が実験値を上まわったが，ほぼ下限値

を捉えていることがわかる。この事からも，①②の条件

設定の妥当性が認められる。円柱の場合，高さ方向の頂

点付近で断面が少ないため寸法効果を荒川式の ku で評

価すると実状と違う評価になると考えられる。 

① せん断補強筋の断面積を 0.785 倍する。 

② ku に代わって ks を用いる。 

Qsu =[{0.12kp･ku･(18+σB) / (M/Qd+0.12)} 

     +0.85(Pw･σwy)0.5]b･j+(0.1N / Ac)b･j      (14) 

 

一方，終局強度型指針では暫定的に，円柱を断面等価

な正方形断面に置換して，せん断補強筋の断面積を 0.785

倍してＡ法を適用するとしている。tanθ，cotφ，νをＡ

法に準拠した場合の実験値との適合性を図－15 に示す。

0.785Pw･σwy  /(ν･σB)が 0.75より小さい領域ではＱ実/

Ｑ計が大きな値となっており，軸圧による耐力上昇を考

慮していないことを反映して梁試験体に比べて柱試験

体の安全率が高くなる傾向にある。しかし，0.785Pw･σ

wy  /(ν･σB)が 0.75より大きい領域の適合性は良い。今，

Pw=0.002，σwy =345N/mm2,σB=21 N/mm2 ,ν=0.595 の部

材を仮定すると 0.785Pw･σwy  /(ν･σB)=0.043 となる。

この値は，図－15のばらつきが少なくなる領域の始まり

に位置し，以後 Pwが増えるにしたがって実験値との整合

性は良くなる。この領域では，図－14と比較するとばら

つきの少ない評価方法といえる。なお，５体の推定値が 
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実験値を上回った。これらの試験体はσwy =が 480N/mm2

を超える試験体であった。 

ところで，実験値の推定において本法で用いたトラス

機構の角度 cotφと，終局強度型指針で暫定的に用いてい

る方法による cotφを比較すると図－16 となる。νの値

が異なるため単純な比較はできないが，終局強度型指針

の暫定的な方法に比べると，本法で仮定している cotφの

値は，せん断補強筋の極端に少ない領域以外では小さな

値を仮定していることがわかる。 
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図－１２ 修正荒川式と既往の実験値の適合性 

図－１３ 仮定①②考慮後の修正荒川式と既往の実験値の適合性 
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図－１３ 修正荒川式と既往の実験値の適合性    

図－１４ 条件を附加した時の修正荒川式と実験値の適合性     

図－１５ 終局強度型指針Ａ法と既往の実験値の適合性   

d

図－１２ 正方形断面への置換    

 

図－１１ 正方形断面への置換 
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4. 結 論 

円柱を断面分割して，アーチ機構の角度と，せん断補

強筋の有効断面積を求め，独自のトラス機構の角度と強

度係数νを仮定して求めた計算値と，既往の実験値は比

較的良く適合した。また，修正荒川式と既往の実験値の

適合性を向上させるためには，せん断補強筋の断面積を

0.785 倍し、かつ、寸法効果を考慮する係数に工夫が必

要である。なお，今回の検討では，円形帯筋とスパイラ

ル筋の違いによる耐力の差は認められなかった。 
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図－１６ 計算に用いた cotφの比較   
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